
第１　平成１６年度気象庁関係予算概算要求総括表

(単位：百万円)

区　　　　　分
前 年 度
予 算 額

１ ６ 年 度
要 求 額

対前年度比 摘　　　要

(A) (B) (B/A)

 債 は国庫債務負担行
536 債      為を示す。

 一　般　会　計 62,389 70,203 1.13

　　（ 内 訳 ）
536 債     

　　　 物　件　費 22,806 30,356 1.33

420 債     
主 要 事 項 4,425 4,971 1.12

116 債     
一 般 事 項 18,381 25,385 1.38

　　　 人　件　費 39,583 39,847 1.01

 特　別　会　計
25 債      

　　空港整備特別会計 10,386 10,880 1.05

561 債     

合　　　　計 72,775 81,083 1.11

(注)端数処理のため計算が合わない場合がある。
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第２　主要事項の概要

注）次頁以下の債は国庫債務負担行為を示す。
　　次頁の前年度予算の大項目の額は、前年度限りの額を含む。
　　

１．台風・豪雨等観測予報業務の強化

国民の安全と安心のための防災気象情報の高度化のため、土砂

災害警戒情報作成システム、高性能数値予報モデル用スーパーコン

ピュータ及び次世代気象情報通信網の整備を行うとともに、防災気

象情報の共有・利活用の推進を図る。また、次期静止気象衛星（運

輸多目的衛星新２号）の整備を行う。

２．地震対策の強化

東海・東南海・南海等海溝型地震の監視体制を強化するため、東

海地震の予測精度の向上及び東南海・南海地震の地震発生準備

過程の研究を行うとともに、ケーブル式海底地震計及びナウキャスト

地震計の整備を行う。また、関係機関震度データを収集するための

受信装置及び北西太平洋津波監視のためのシステムの整備を行

う。

３．気候変動・地球環境対策の強化

　地球温暖化などの気候変動・地球環境問題に対応するため、都

市域におけるヒートアイランド解析システム、地球気候システム再現

データベースの構築及び有害紫外線予測情報を提供するための観

測装置の整備を行う。　また、地球温暖化予測技術の高度化を推進

する。
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（前年度予算）
百万円 百万円

　 債 　　420
１．台風・豪雨等観測予報業務の強化 4,090 （ 3,881）
　 債   　420
（１）国民の安全と安心のための防災気象情報の高度化　　 369 （ 560）
　土砂災害警戒情報作成システムの整備、高性能数値予報モデル
　用スーパーコンピュータの整備、次世代気象情報通信網の整備、
　防災気象情報の共有・利活用の推進

（２）静止気象衛星（運輸多目的衛星新２号）の整備　　 3,721 （ 2,306）

○最新のＩＴを見据えた
　　　　情報提供・共有方策
○気象情報の利活用方策
○有識者による検討・提言

○気象台と県砂防部局で共同作成
○土砂災害の危険度を
　　　　　　　市町村毎に解りやすく
○市町村の避難行動判断を支援

○台風・集中豪雨等の予測精度向上
○現象の発生場所、時刻を正確に予測

　　　　　　　　　　無駄のない、対象を絞った、効果的な防災活動の実現
　　　　　　　　　　早め早めの対応、災害弱者にも配慮した避難行動の実現

○データ収集・情報配信の迅速・確実化
○図を活用したきめ細かく
　　　　　　　　　　　　解りやすい情報作成

防災機関から災害が予想される場所、時刻等を極力特定した警報が求められている。

背景・必要性

国民の安全と安心のための防災気象情報の高度化

　

数値予報モデル

高性能スーパーコンピュータの整備 土砂災害警戒情報
作成システムの整備

防災気象情報の
共有・利活用の推進

次世代気象情報通信網の整備

　

大阪

東京

+ =
気象情報 国土情報

気象庁
河川局砂防
　　　　部

河川局砂防
　　　　　部気象庁

新しい情報

施　　策

連携

効　　果

　　●ポイントを絞り込んだ警報の実現！
　　　　・発表区域を県単位から市単位程度に細かく
　　　　・時間的余裕をもった警報発表
　　　　・土砂災害警戒情報の開始

　　●台風予報円の広がりを現在の半分に！　　　
　　●きめ細かい豪雨・強風分布予報の開始！　　　

防災気象情報の高度化

雲画像データの受信局
および施設

静止気象衛星（運輸多目的衛星新２号）の整備

航空機

通報局

離　島

船　舶

（震度計）
気象官署等

陸地の温度・雪の分布

雲画像データ
津波情報

大気中の水蒸気

海面温度・海氷

　　新１号

　　新２号

平成11年度  平成12年度  平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度

打上げ

打上げ

整備計画

気象衛星通信所

中規模利用局

小規模利用局

緊急情報衛星同報
受信施設

雲画像配信データ

衛星への指令

　雲画像観測データ

衛星情報等

　　風速を算出

気象観測データの通報

気象衛星センター

気象観測データ

観測データ

運輸多目的衛星新１号
　　　　（運用衛星）
　　　  （東経140度）

運輸多目的衛星新２号
　　　　（待機衛星）
（東経135度又は145度）

　雲画像データの利用および各種情報

　・海氷・海面温度の監視

　・雲の移動から上層、下層の風向、

　・台風・集中豪雨・海霧等の監視

　各種情報

　・雲量分布、海面温度等の資
料

　雲画像データの利用
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（前年度予算）
百万円 百万円

２．地震対策の強化 673 （ 416）

（１）東海・東南海・南海地震等海溝型地震の監視体制の強化 527 （ 148）
東海地震の予測精度向上及び東南海・南海地震の発生準備過程の研究、
ケーブル式海底地震計の整備、ナウキャスト地震計の整備

　　　東海・東南海・南海地震等海溝型地震の監視体制の強化

背　景 施　策 効　果

○東海地震は切迫性が
　指摘されており、監
　視体制の強化と予知
　精度向上が求められ
　ている

○地震防災対策確立の
　ためには被害の明確
　化が必要で、地震発
　生メカニズムの解明
　が重要
　
○海溝型地震は、発生
　後主要動が到達し被
　災するまでに数十秒
　の猶予があり、発災
　前の地震発生情報
（ナウキャスト地震情
　報）は減災に非常に
　有効

観測体制の強化

ケーブル式海底地震計

 数値モデルによる
　　 巨大地震発生シミュレーション

・シミュレーション対象領域を東海に
加え東南海・南海地域へ拡張
・東海地震発生と東南海・南海地震
　発生との連動性を評価

○東海地震発生予測
　精度の向上
○東南海・南海地震の
　メカニズム解明の推
　進
○地震発生をいち早く
　キャッチし、発災前
　に地震発生情報（ナ
　ウキャススト地震情
　報）の提供による被
　害軽減

・想定震源域近傍の海域での地震
観測強化（海底地震計整備に向
　けた調査の実施）

計画（ケーブル式海底地震計）

既設地震計

ナ ウ キ ャ ス ト 地 震 計 の 整 備
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（２）関係機関震度データ受信装置の整備 22 （ 0）

（３）北西太平洋津波監視システムの整備 124 （ 0）

K-NET観測点：約４００地点

　　　　　　　　 （防災科学技術研究所）

気象庁観測点：約６００地点

地方公共団体観測点：約２８００地点

関係機関震度データ受信装置

関係機関震度データ受信装置の整備

 報道機関

 防災機関等

　より詳細な地震情報を迅

　速に提供することにより、

　災害救助活動へ貢献

　気象庁の震度計に加え、

　地方公共団体の震度計

　データを収集し、地震情

　報として発表

地方公共団体の震度計に加え、防災科学技術研究所

のＫ－ ＮＥＴ（強震観測網）のデータも収集し、地震情報

のより一層の充実を図る

地震津波監視システム

各管区気象台等

地震活動等総合監視システム

気象庁本庁

震度データ

震度データ

震度データ

（気象資料伝送網）

地震・震度に関する情報

（気象資料伝送網）

施　　　　策現　　　　状 効　　　　果

・データの収集
・データの品質管理

北西太平洋津波監視システムの整備

国内観測データ

海外観測データ

津波予報の迅速・高精度化

関係諸国への情報提供

・地震波形データ
・津波実況（検潮）データ

・地震波形データ
・津波実況（検潮）データ

○日本近海で発生した地震について、
    国内の観測データを用いて、迅速な
    津波情報を対象地域の国に提供

○遠地（日本近海以外）で発生した地震
    については、主に海外観測データを用
　  いて、日本を含む対象地域の国に情
     報を提供

対　象　領　域

・新たな処理手法導入による迅速かつ
　正確な震源、マグニチュードの推定
・波高シミュレーション、データベース
　改善による波高予測の高精度化

関係諸国との連携・調整
　・津波予報区の区割
　・情報発表内容、発表条件
　・観測データ入手、情報伝達

中国、ロシア、韓国、フィリピン
インドネシア、タイ、シンガポール
ハワイ

国際会議参加予定国

　ＩＣＧ／ＩＴＳＵ（太平洋津波警報組織
　国際調整グループ）からの要請
気象庁が北西太平洋津波情報センター
の役割を担い、沿岸諸国に北西太平洋
域に発生する地震による津波予測情報
を提供すること
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（前年度予算）
百万円 百万円

３．気候変動・地球環境対策の強化 208 （ 128）
 （１）都市域におけるヒートアイランド解析システムの構築 20 （     0）

 （２）地球気候システム再現データベースの構築 19 （     0）

地球気候システム再現デー タベースの構築

衛星観測データ

高層観測データ

地上観測データ

海洋観測データ

過去の
観測データ

長期再解析計画
•最新の数値予報・解
析技術により、空白
域や空白期間の多い
観測データから、約
110 km間隔の格子
点上に、6時間間隔で
気象状況を再現（対
象期間：1979年～
2004年）
•気象庁と（財）電力中
央研究所の共同研究
計画

地球規模の気候システムと
その変動に関する高品質なデータベース

地球温暖化により懸念される
異常気象等への対応

大災害をもたらした過去の
異常気象の規模と災害発生
との関連の把握

異常気象に伴う災害の
緩和対策の策定

降水量の分布とその長期
間にわたる変化の解明

水資源の長期的な評価および
施策の立案

アジア太平洋気候センター

アジア太平洋諸国の関係機関にデータを提供

都市域におけるヒートアイランド解析システムの構築

関
係
省
庁
・
地
方
自
治
体
に
よ
る
ヒ
ー
ト
ア
イ
ラ
ン
ド
対
策
の
策
定
に
貢
献

 

土地利用データ

人工排熱量データ

気象観測データ

ヒートアイランド解析システム

ヒートアイランド現象を
含む詳細な気温分布等
を再現できるシステム

解析データ

①ヒートアイランド現象の解析・監視

②ヒートアイランド現象の機構解明

③ヒートアイランド緩和対策のシミュレー
ション

・各要因（人工排熱量・土地利用等）の寄与度の評価

・ヒートアイランド現象を含む広域的かつ詳細な気温分布

【
現
状
】　

ヒ
ー
ト
ア
イ
ラ
ン
ド
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
や
対
策
の
有
効
度
が
未
解
明

・施策の効果の評価

1km

1km

200 km

200 km

1km四方毎の気温を計算

大気のみの変化

人工排熱量のみの変化

大気と人工排熱量
の変化を合わせた
場合

0.4℃

-0.2℃

0℃

計算領域
　　関東地方
　　200km×200km
　　を対象

都市気候モデル

計算間隔
　　４万km2を１km2

　のマス目に区切っ
  て計算

規制改革推進３か年計画（平成15年3月閣議決定）：「都市のヒートアイランド現象の解消」を規定
•　ヒートアイランド対策関係府省連絡会議（経済産業省、国土交通省、環境省、内閣府、警察庁、文部科学省、農林水産省）
•　国土交通省ヒートアイランド対策連絡会議



 （３）有害紫外線予測情報の提供 140 （     0）

（４）気候変動予

フロン

オ

皮膚
免疫

有太陽

現状

・フロン等によるオ
伴う有害紫外線

・南北両半球の中
依然としてオゾ
されている

・オゾン層破壊が進
の状況に戻るの

↓

有害紫外線による

　　・健康被害

　　・生態系への影

　　・建材の劣化　

・フロン等によるオ
伴う有害紫外線

・南北両半球の中
依然としてオゾン
されている

・オゾン層破壊が進
の状況に戻るの

↓

有害紫外線による

　　・健康被害

　　・生態系への影

　　・建材の劣化　

地

○ 地域気
    領域大気モデルを高分解
両モデルを結合し、高分解能
  本モデルを用いて日本付近
予測を研究

［大気モデル

結          合

［太平洋海洋モデ

運動量
フラッ

海上風

蒸

短波放射

長波放

海流
測研究 29 （     31）

関係省庁

ゾン層

がん、白内障、
力の低下

害紫外線

国民

民間気象会社
(ニーズにあわせて加工）

有 害 紫 外 線 予 測 情 報 の 提 供

有害紫外線の
実況・予測情報

ゾン層破壊に
の増加

緯度において、
ン層は破壊

行する以前
は2050年

響

　などが懸念

ゾン層破壊に
の増加

緯度において、
層は破壊

行する以前
は2050年

響

　などが懸念

施策 効果

・国民の適切な有害紫外線対策

　（外出時間の調整、衣服の選択、帽子やサン

グラスの着用など）

・有害紫外線の生態系への影響評価、建材（プ

　ラスティックやゴム等）の選定

・高精度観測データの国際交換による国際貢献

・国民の適切な有害紫外線対策

　（外出時間の調整、衣服の選択、帽子やサン

グラスの着用など）

・有害紫外線の生態系への影響評価、建材（プ

　ラスティックやゴム等）の選定

・高精度観測データの国際交換による国際貢献

紫外線予測モデル

・有害紫外線の観測強化

・観測データのリアルタイム収集

・有害紫外線の観測強化

・観測データのリアルタイム収集

ＵＶインデックス
12

10

8

6
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球温暖化による我が国の気候変化予測に関する研究

候モデルの高度化
能化、太平洋海洋モデルを改良して

(20km)の地域気候モデルを開発
の温暖化による地域的な気候変化

○ 全球気候モデルによる地球温暖化予測の高度化
   モデルの物理過程、各種パラメータの改良等高度化を図り、
パラメータ依存性や自然変動との関連性等について数値実験
                                        を行い、全球の温暖化予測を研究

【全球気候モデルの高精度化】

【地域気候モデル】

ネスティング
（地域気候モデルを
実行させるため、全
球気候モデルから初
期値を与えること）

］

ル］

・熱・水の
クス(流れ)

発

射

降水

○ 地球温暖化予測のためのモデル検証
              　　　　と温暖化メカニズムの解明
   地上、衛星、レーダー、客観解析等各種観測データ
を整備し、地域気候モデル、全球気候モデルの各種
パラメータ、大気・海洋結合過程等について調べ、モ
デルを改良
    気候モデルの予測結果に基づき、地球温暖化の検
出や原因の特定、日本付近の気候変化等を解析

○  気象庁において地球温暖化予測情報等に

      活用され、 農林水産業、水資源･水環境等

      の温暖化対策の策定に寄与

○  気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）

      等の国際機関に科学的知見を提供

地上気温？

エルニーニョ？

地球温暖化解析等
日本付近の地域的気候解析等

わが国の将来の降水量変化

年平均地上気温の変化

年平均海面水位の変化




